
平成 25 年度第３３回人事委員会臨時会会議結果 

１ 開催日時   平成26年3月19日（木）午前9時30分 

２ 開催場所   委員室

３ 出 席 者   委員長   熊谷 隆司

 委 員   伊藤 方子

 委 員   飛澤 重嘉

事務局長 佐藤 義昭

総括課長 花山 智行

４ 議題

(1) 会議の公開・非公開の決定

会議の冒頭、議案第６号から議案第10号及び報告事項２を非公開とする旨決定 

(2) 議題 

議案第１号 岩手県人事委員会事務局組織に関する規則の一部改正について （公 開） 

議案第２号 岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に関する規則及び岩手県人事 

委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の一部改正について（公 開） 

議案第３号 給料表の適用範囲に関する規則等の一部改正について     （公 開） 

議案第４号 職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正について     （公 開） 

議案第５号 管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について      （公 開） 

議案第６号 事務局職員の人事について     （非公開） 

議案第７号 職員の選考による昇任及び職務の級の決定について      （非公開） 

議案第８号 給料の特別調整額の適用区分を１種上位とすることについて承認すること 

について  （非公開） 

 議案第９号 職員の勤務延長の期限の延長について  （非公開） 

議案第 10号 校長の採用による職務の級等の決定について      （非公開） 

  報告事項１ 事務局職員の人事について   （公 開） 
  報告事項２ 東日本大震災津波に伴う警察官の採用について  （非公開） 
  報告事項３ 関係労働団体等からの要請書について  （公 開） 

５ 審議の状況（結果）

(1) 公開とした会議 
〔議案第１号〕

平成 26 年度における職の新設に伴い、岩手県人事委員会事務局組織に関する規則の

一部を改正することについて、決定した。

〔議案第２号〕

   知事が保有する行政文書の開示等に関する規則及び知事が保有する個人情報の保護 

等に関する規則の一部改正に準じて、岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に 

関する規則及び岩手県人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の一部を改 

正することについて、決定した。 

資料はこちら

資料はこちら



〔議案第３号〕

  知事部局の組織改編に伴い、給料表の適用範囲に関する規則等の一部を改正すること

について、決定した。

〔議案第４号〕

刑事作業手当のうち死体処理作業に係るもの等、職員の特殊勤務手当に関する規則の

一部を改正することについて、決定した。

〔議案第５号〕

  県の組織改編等に伴い、管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正することについ

て、決定した。

   〔報告事項１〕

  事務局職員の人事について、報告した。

   〔報告事項３〕

  関係労働団体等からの要請書について、報告した。

(2) 非公開とした会議 
〔議案第６号〕

  事務局職員の人事異動について、決定した。

〔議案第７号〕

  医療局長から申請のあった者に係る選考による昇任並びに教育委員会から申請のあった

者に係る選考の昇任及び職務の級について、決定した。

〔議案第８号〕

知事から申請のあった給料の特別調整額の適用区分を１種上位とすることについて

承認することについて、決定した。

〔議案第９号〕

  医療局長から申請のあった者に係る勤務延長の期限の延長について、決定した。

〔議案第10号〕 
  教育委員会から申請のあった校長の採用による職務の級等について、決定した。

   〔報告事項２〕

  東日本大震災津波に伴う警察官の採用について、報告した。

  ６ 傍聴人 なし 

岩手県人事委員会議についての問い合わせ

岩手県盛岡市内丸１０番１号 岩手県人事委員会事務局職員課

電話  019-629-6236 
ＦＡＸ 019-629-6239 
メール DD0002＠pref.iwate.jp 

資料はこちら

資料はこちら

資料はこちら



議案第１号 

 

 

岩手県人事委員会事務局組織に関する規則の一部改正について 

 

 

 

平成 26 年３月 19 日提出    岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

 

 

 

１ 趣旨 

  平成 26 年度における職の新設に伴い改正するものであること。 

 

２ 改正の内容 

  再任用職員の職位の見直しにより、「主査行政専門員」を新設しようとする

ものであること。 

 

３ 施行期日（附則関係） 

  平成 26 年４月１日から施行すること。 
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 岩手県人事委員会事務局組織に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成26年３月 日 

岩手県人事委員会       

委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第 号 

   岩手県人事委員会事務局組織に関する規則の一部を改正する規則 

 岩手県人事委員会事務局組織に関する規則（昭和40年岩手県人事委員会規則第19号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （職及び職務）  （職及び職務） 

第４条 ［略］ 第４条 ［略］ 

２ 前項に規定する職のほか、次の表の左欄の区分に応じ、同

表中欄に掲げる職を必要に応じて置くものとし、その職務は

、同表の右欄に掲げるとおりとする。 

２ 前項に規定する職のほか、次の表の左欄の区分に応じ、同

表中欄に掲げる職を必要に応じて置くものとし、その職務は

、同表の右欄に掲げるとおりとする。 

 区 分 職 職 務   区 分 職 職 務  

 事務局   ［略］   事務局   ［略］  

 課 主任主査  ［略］   課 主任主査  ［略］  

     主査行政専門

員 

上司の命を受け、部下の

職員を指揮監督し、課の特

定事務を処理する。 

 

 主任及び主任

行政専門員 

 ［略］   主任及び主任

行政専門員 

 ［略］  

    ［略］       ［略］   

３ ［略］ ３ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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前

 
改
正
後

 

(1
5)
 
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
事
務
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

 
(1
5)
 
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
事
務
の
総
括
に
関
す
る
こ
と
。

 

(1
6)
 
審
査
・
給
与
担
当
の
事
務
に
属
さ
な
い
こ
と
。

 
(1
6)
 
審
査
・
給
与
担
当
の
事
務
に
属
さ
な
い
こ
と
。

 

審
査
・
給
与
担
当
の
分
掌
事
務

 
審
査
・
給
与
担
当
の
分
掌
事
務

 

(１
) 

学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
審
査
の
申
立
て
に
関

す
る
こ
と
。

 

(１
) 

学
校
医
、
学
校
歯
科
医
及
び
学
校
薬
剤
師
の
公
務
災
害
補
償
の
審
査
の
申
立
て
に
関

す
る
こ
と
。

 

(２
) 

職
員
の
給
与
、
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
の
要
求
に
関
す
る
こ

と
。

 

(２
) 

職
員
の
給
与
、
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
に
関
す
る
措
置
の
要
求
に
関
す
る
こ

と
。

 

(３
) 

職
員
に
対
す
る
不
利
益
処
分
に
つ
い
て
の
不
服
申
立
て
に
関
す
る
こ
と
。

 
(３

) 
職
員
に
対
す
る
不
利
益
処
分
に
つ
い
て
の
不
服
申
立
て
に
関
す
る
こ
と
。

 

(４
) 

職
員
か
ら
の
苦
情
相
談
に
関
す
る
こ
と
。

 
(４

) 
職
員
か
ら
の
苦
情
相
談
に
関
す
る
こ
と
。

 

(５
) 

職
員
団
体
の
登
録
に
関
す
る
こ
と
。

 
(５

) 
職
員
団
体
の
登
録
に
関
す
る
こ
と
。

 

(６
) 

労
働
基
準
監
督
機
関
の
職
権
に
関
す
る
こ
と
。

 
(６

) 
労
働
基
準
監
督
機
関
の
職
権
に
関
す
る
こ
と
。

 

(７
) 

給
与
、
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
、
厚
生
福
利
制
度
そ
の
他
職
員
に
関
す
る
制

度
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
等
に
関
す
る
こ
と
。

 

(７
) 

給
与
、
勤
務
時
間
そ
の
他
の
勤
務
条
件
、
厚
生
福
利
制
度
そ
の
他
職
員
に
関
す
る
制

度
に
つ
い
て
の
調
査
研
究
等
に
関
す
る
こ
と
。

 

(
８

)
 
人
事
機
関
及
び
職
員
に
関
す
る
条
例
の
制
定
又
は
改
廃
に
つ
い
て
の
意
見
の
申
出

に
関
す
る
こ
と
（
総
務
・
任
用
担
当
の
分
掌
事
務
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
。

 

(
８

)
 
人
事
機
関
及
び
職
員
に
関
す
る
条
例
の
制
定
又
は
改
廃
に
つ
い
て
の
意
見
の
申
出

に
関
す
る
こ
と
（
総
務
・
任
用
担
当
の
分
掌
事
務
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
。

 

(９
) 

職
員
に
対
す
る
給
与
の
支
払
の
監
理
に
関
す
る
こ
と
。

 
(９

) 
職
員
に
対
す
る
給
与
の
支
払
の
監
理
に
関
す
る
こ
と
。

 

(1
0)

 
職
員
の
研
修
及
び
勤
務
成
績
の
評
定
に
つ
い
て
の
総
合
的
企
画
及
び
勧
告
に
関
す

る
こ
と
（
総
務
・
任
用
担
当
の
分
掌
事
務
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
。

 

(1
0)

 
職
員
の
研
修
及
び
勤
務
成
績
の
評
定
に
つ
い
て
の
総
合
的
企
画
及
び
勧
告
に
関
す

る
こ
と
（
総
務
・
任
用
担
当
の
分
掌
事
務
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
。

 

(1
1)
 
給
料
表
に
つ
い
て
の
報
告
及
び
勧
告
に
関
す
る
こ
と
。

 
(1
1)
 
給
料
表
に
つ
い
て
の
報
告
及
び
勧
告
に
関
す
る
こ
と
。

 

(1
2)
 
そ
の
他
法
令
又
は
条
例
に
基
づ
く
人
事
委
員
会
の
所
掌
に
属
す
る
事
務
の
う
ち
、
審

査
又
は
給
与
に
係
る
も
の
に
関
す
る
こ
と
。

 

(1
2)
 
そ
の
他
法
令
又
は
条
例
に
基
づ
く
人
事
委
員
会
の
所
掌
に
属
す
る
事
務
の
う
ち
、
審

査
又
は
給
与
に
係
る
も
の
に
関
す
る
こ
と
。

 

（
職
及
び
職
務
）

 
（
職
及
び
職
務
）

 

第
４
条
 
次
の
表
の
左
欄
の
区
分
に
応
じ
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
職
を
置
き
、
そ
の
職
務
は
、

同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。

 

第
４
条
 
次
の
表
の
左
欄
の
区
分
に
応
じ
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
職
を
置
き
、
そ
の
職
務
は
、

同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。

 

 
区
 
分

 
職
 

職
 
務

 
 

 
区
 
分

 
職
 

職
 
務

 
 

 
事
務
局

  
事

務
局

長
 

人
事
委
員
会
の
指
揮
監
督
を
受
け
、
事
務
局
の
局
務
を
掌

理
す
る
。

 

 
 
事
務
局

  
事

務
局

長
 

人
事
委
員
会
の
指
揮
監
督
を
受
け
、
事
務
局
の
局
務
を
掌

理
す
る
。
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改
正
前

 
改
正
後

 

 
課
 
総

括
課

長
 

上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
課
の

事
務
を
掌
理
す
る
と
と
も
に
、
事
務
局
長
に
事
故
が
あ
る
と

き
、
又
は
事
務
局
長
が
欠
け
た
と
き
は
、
そ
の
職
務
を
代
理

す
る
。

 

 
 

課
 
総

括
課

長
 

上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
課
の

事
務
を
掌
理
す
る
と
と
も
に
、
事
務
局
長
に
事
故
が
あ
る
と

き
、
又
は
事
務
局
長
が
欠
け
た
と
き
は
、
そ
の
職
務
を
代
理

す
る
。

 

 

 
担

当
課

長
 

上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
担
当

区
分
に
応
じ
、
課
の
事
務
を
掌
理
す
る
と
と
も
に
、
総
括
課

長
に
事
故
が
あ
る
と
き
、
又
は
総
括
課
長
が
欠
け
た
と
き
は
、

そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

 

 
 

担
当

課

長
 

上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
担
当

区
分
に
応
じ
、
課
の
事
務
を
掌
理
す
る
と
と
も
に
、
総
括
課

長
に
事
故
が
あ
る
と
き
、
又
は
総
括
課
長
が
欠
け
た
と
き
は
、

そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

 

 

 
 

主
査

 
上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
課
の

特
定
事
務
を
処
理
す
る
。

 

 
 

 
主
査

 
上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
課
の

特
定
事
務
を
処
理
す
る
。

 

 

２
 
前
項
に
規
定
す
る
職
の
ほ
か
、
次
の
表
の
左
欄
の
区
分
に
応
じ
、
同
表
中
欄
に
掲
げ
る
職

を
必
要
に
応
じ
て
置
く
も
の
と
し
、
そ
の
職
務
は
、
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。
 ２

 
前
項
に
規
定
す
る
職
の
ほ
か
、
次
の
表
の
左
欄
の
区
分
に
応
じ
、
同
表
中
欄
に
掲
げ
る
職

を
必
要
に
応
じ
て
置
く
も
の
と
し
、
そ
の
職
務
は
、
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。
 

 
区
 
分

 
職
 

職
 
務

 
 

 
区
 
分

 
職
 

職
 
務

 
 

 
事
務
局

  
局
付

 
上
司
の
命
を
受
け
、
事
務
局
又
は
課
の
特
定
業
務
を
処
理

す
る
。

 

 
 
事
務
局

  
局
付

 
上
司
の
命
を
受
け
、
事
務
局
又
は
課
の
特
定
業
務
を
処
理

す
る
。

 

 

 
課
 
主

任
主

査
 

上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
課
の

特
定
事
務
を
処
理
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
事
務
を
総
括
整
理

す
る
。

 

 
 

課
 
主

任
主

査
 

上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
課
の

特
定
事
務
を
処
理
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
事
務
を
総
括
整
理

す
る
。

 

 

 

 
 

主
査

行

政
専

門

員
 

上
司
の
命
を
受
け
、
部
下
の
職
員
を
指
揮
監
督
し
、
課
の

特
定
事
務
を
処
理
す
る
。

 

 
 

主
任

及

び
主

任

行
政

専

門
員

 

上
司
の
命
を
受
け
、
相
当
の
知
識
又
は
経
験
を
必
要
と
す

る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

 

 
 

 
主

任
及

び
主

任

行
政

専

門
員

 

上
司
の
命
を
受
け
、
相
当
の
知
識
又
は
経
験
を
必
要
と
す

る
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

 

 

 
 

主
任

主

事
、
主
事

上
司
の
命
を
受
け
、
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。

 
 

 
 

主
任

主

事
、
主
事

上
司
の
命
を
受
け
、
事
務
を
つ
か
さ
ど
る
。
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改
正
前

 
改
正
後

 

及
び

行

政
専

門

員
 

及
び

行

政
専

門

員
 

３
 
前
２
項
に
規
定
す
る
職
の
ほ
か
、
次
の
表
の
左
欄
の
区
分
に
応
じ
、
同
表
中
欄
に
掲
げ
る

職
を
必
要
に
応
じ
て
置
く
も
の
と
し
、
そ
の
職
務
は
、
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す

る
。

 

３
 
前
２
項
に
規
定
す
る
職
の
ほ
か
、
次
の
表
の
左
欄
の
区
分
に
応
じ
、
同
表
中
欄
に
掲
げ
る

職
を
必
要
に
応
じ
て
置
く
も
の
と
し
、
そ
の
職
務
は
、
同
表
の
右
欄
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す

る
。

 

 
区
 
分

 
職
 

職
 
務

 
 

 
区
 
分

 
職
 

職
 
務

 
 

 
事
務
局

  
参
事

 
上
司
の
命
を
受
け
、
事
務
局
の
特
定
事
項
に
つ
い
て
の
企

画
及
び
立
案
に
参
画
す
る
。

 

 
 
事
務
局

  
参
事

 
上
司
の
命
を
受
け
、
事
務
局
の
特
定
事
項
に
つ
い
て
の
企

画
及
び
立
案
に
参
画
す
る
。

 

 

 
課
 
主
幹

 
上
司
の
命
を
受
け
、
課
の
重
要
事
項
に
つ
い
て
の
調
査
、

企
画
及
び
立
案
に
参
画
す
る
。

 

 
 

課
 
主
幹

 
上
司
の
命
を
受
け
、
課
の
重
要
事
項
に
つ
い
て
の
調
査
、

企
画
及
び
立
案
に
参
画
す
る
。

 

 

 
副
主
幹

 
上
司
の
命
を
受
け
、
課
の
特
定
事
項
に
つ
い
て
の
調
査
、

企
画
及
び
立
案
に
参
画
す
る
。

 

 
 

副
主
幹

 
上
司
の
命
を
受
け
、
課
の
特
定
事
項
に
つ
い
て
の
調
査
、

企
画
及
び
立
案
に
参
画
す
る
。

 

 

附
 
則

 
附
 
則

 

１
 
こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
１
 
こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

２
 
岩
手
県
人
事
委
員
会
事
務
局
組
織
に
関
す
る
規
則
（
昭
和

28
年
岩
手
県
人
事
委
員
会
規
則

第
24
号
）
及
び
岩
手
県
人
事
委
員
会
事
務
局
職
員
身
分
取
扱
規
程
（
昭
和

26
年
岩
手
県
人
事

委
員
会
規
則
第
２
号
）
は
、
廃
止
す
る
。
た
だ
し
、
従
前
の
職
員
は
、
こ
の
規
則
に
基
づ
く

相
当
の
職
員
と
な
り
、
同
一
性
を
も
っ
て
存
続
す
る
も
の
と
す
る
。

 

２
 
岩
手
県
人
事
委
員
会
事
務
局
組
織
に
関
す
る
規
則
（
昭
和

2
8年

岩
手
県
人
事
委
員
会
規
則

第
24
号
）
及
び
岩
手
県
人
事
委
員
会
事
務
局
職
員
身
分
取
扱
規
程
（
昭
和

2
6年

岩
手
県
人
事

委
員
会
規
則
第
２
号
）
は
、
廃
止
す
る
。
た
だ
し
、
従
前
の
職
員
は
、
こ
の
規
則
に
基
づ
く

相
当
の
職
員
と
な
り
、
同
一
性
を
も
っ
て
存
続
す
る
も
の
と
す
る
。

 

附
 
則
（
昭
和

48
年
10
月
１
日
人
事
委
員
会
規
則
第

32
号
）

 
附
 
則
（
昭
和

4
8
年
1
0月

１
日
人
事
委
員
会
規
則
第

3
2
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
昭
和

50
年
３
月

29
日
人
事
委
員
会
規
則
第
６
号
）

 
附
 
則
（
昭
和

5
0
年
３
月

2
9
日
人
事
委
員
会
規
則
第
６
号
）

 

こ
の
規
則
は
、
昭
和

50
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
昭
和

5
0年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
昭
和

52
年
３
月
８
日
人
事
委
員
会
規
則
第
１
号
）

 
附
 
則
（
昭
和

5
2
年
３
月
８
日
人
事
委
員
会
規
則
第
１
号
）

 

こ
の
規
則
は
、
昭
和

52
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
昭
和

5
2年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
昭
和

55
年
３
月

28
日
人
事
委
員
会
規
則
第
９
号
）

 
附
 
則
（
昭
和

5
5
年
３
月

2
8
日
人
事
委
員
会
規
則
第
９
号
）

 

こ
の
規
則
は
、
昭
和

55
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
昭
和

5
5年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
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改
正
前

 
改
正
後

 

附
 
則
（
昭
和

59
年
３
月

30
日
人
事
委
員
会
規
則
第
１
号
）

 
附
 
則
（
昭
和

5
9
年
３
月

3
0
日
人
事
委
員
会
規
則
第
１
号
）

 

こ
の
規
則
は
、
昭
和

59
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
昭
和

5
9年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
昭
和

62
年
12
月

25
日
人
事
委
員
会
規
則
第

19
号
）

 
附
 
則
（
昭
和

6
2
年
1
2月

2
5
日
人
事
委
員
会
規
則
第

1
9
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
昭
和

63
年
１
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
昭
和

6
3年

１
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

11
年
３
月

31
日
人
事
委
員
会
規
則
第
５
号
）

 
附
 
則
（
平
成

1
1
年
３
月

3
1
日
人
事
委
員
会
規
則
第
５
号
）

 

こ
の
規
則
は
、
平
成

11
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

1
1年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

13
年
３
月

30
日
人
事
委
員
会
規
則
第
２
号
）

 
附
 
則
（
平
成

1
3
年
３
月

3
0
日
人
事
委
員
会
規
則
第
２
号
）

 

こ
の
規
則
は
、
平
成

13
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成
1
3年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

13
年
９
月

28
日
人
事
委
員
会
規
則
第

30
号
）

 
附
 
則
（
平
成

1
3
年
９
月

2
8
日
人
事
委
員
会
規
則
第

3
0
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
平
成

13
年

10
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

1
3年

1
0
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

16
年
３
月

31
日
人
事
委
員
会
規
則
第

11
号
）

 
附
 
則
（
平
成

1
6
年
３
月

3
1
日
人
事
委
員
会
規
則
第

1
1
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
平
成

16
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

1
6年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

16
年
７
月

30
日
人
事
委
員
会
規
則
第

35
号
）

 
附
 
則
（
平
成

1
6
年
７
月

3
0
日
人
事
委
員
会
規
則
第

3
5
号
）
 

こ
の
規
則
中
（
中
略
）
第
２
条
の
規
定
は
平
成

16
年
８
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
中
（
中
略
）
第
２
条
の
規
定
は
平
成

1
6年

８
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

17
年
３
月

31
日
人
事
委
員
会
規
則
第

26
号
）

 
附
 
則
（
平
成

1
7
年
３
月

3
1
日
人
事
委
員
会
規
則
第

2
6
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
平
成

17
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

1
7年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

19
年
３
月
９
日
人
事
委
員
会
規
則
第
４
号
）

 
附
 
則
（
平
成

1
9
年
３
月
９
日
人
事
委
員
会
規
則
第
４
号
）

 

こ
の
規
則
は
、
平
成

19
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

1
9年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

20
年
３
月

28
日
人
事
委
員
会
規
則
第

14
号
）

 
附
 
則
（
平
成

2
0
年
３
月

2
8
日
人
事
委
員
会
規
則
第

1
4
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
平
成

20
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

2
0年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

21
年
３
月

31
日
人
事
委
員
会
規
則
第

12
号
）

 
附
 
則
（
平
成

2
1
年
３
月

3
1
日
人
事
委
員
会
規
則
第

1
2
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
平
成

21
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

2
1年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

附
 
則
（
平
成

23
年
３
月

29
日
人
事
委
員
会
規
則
第

10
号
）

 
附
 
則
（
平
成

2
3
年
３
月

2
9
日
人
事
委
員
会
規
則
第

1
0
号
）
 

こ
の
規
則
は
、
平
成

23
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 
こ
の
規
則
は
、
平
成

2
3年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

備 考
 

改
正
部
分
は
、
下
線
の
部
分
で
あ
る
。

 

附
 
則
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こ
の
規
則
は
、
平
成

2
6年

４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。
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議案第２号 

   岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に関する規則及び岩手県

人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の一部改正につい

て 

 

  平成26年３月19日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

 

第１ 趣旨 

知事が保有する行政文書の開示等に関する規則及び知事が保有する個人情

報の保護等に関する規則の一部改正に準じて、所要の改正をしようとするも

のである。 

 

第２ 規則案の内容 

  ⑴ 電磁的記録の開示の実施の方法に係る区分の削除及び追加をすること。

（別表第２関係） 

  ⑵ その他所要の整備をすること。（別表第２、様式第１号関係） 

 

第３ 施行期日（附則関係） 

   平成26年４月１日から施行すること。 
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 岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に関する規則及び岩手県人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

  平成26年 月 日 

                                            岩手県人事委員会       

委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第 号 

   岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に関する規則及び岩手県人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の

一部を改正する規則 

（岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に関する規則の一部改正） 

第１条 岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に関する規則（平成11年岩手県人事委員会規則第６号）の一部を次のように 

改正する。 

改正前 改正後 

別表第２（第６条関係） 別表第２（第６条関係） 

 開示の実

施の方法 
区 分 単 位 金 額 

  開示の実

施の方法 
区 分 金 額 

 

 複製物の

交付 

１ フレキシブルディス

クカートリッジ（日本

工業規格Ｘ6223に適合

する幅90ミリメートル

のものであって、1.44

メガバイトのものに限

る。）に複製した複製

物 

１枚に

つき 

40円   複製物の

交付 

   

  ２ 光ディスク（日本工

業規格Ｘ0606及びＸ

6281に適合する直径120

ミリメートルの光ディ

スクの再生装置で再生

することが可能なもの

であって、700メガバイ

トのものに限る。）に

複製した複製物 

１枚に

つき 

80円    １ 光ディスク（日本工

業規格Ｘ 0606 及びＸ

6281に適合する直径120

ミリメートルの光ディ

スクの再生装置で再生

することが可能なもの

であって、700メガバイ

トのものに限る。）に

複製した複製物 

１枚につき80円  

  ３ 光ディスクカートリ

ッジ（日本工業規格Ｘ

6277に適合する幅90ミ

リメートルのものであ

って、640メガバイトの

ものに限る。）に複製

した複製物 

１枚に

つき 

440円     

 

 

 

  

  ４ 録音カセットテープ １巻に 120円       
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  （日本工業規格Ｃ5568

に適合する記録時間120

分のものに限る。）に

複製した複製物 

つき        

  ５ ビデオカセットテー

プ（日本工業規格Ｃ

5581に適合する記録時

間120分のものに限る。

）に複製した複製物 

１巻に

つき 

190円     

         

          

         ２ １に掲げる以外の複

製物 

当該複製物の作成

に要する費用に相

当する額 

 

 紙その他

これに類

するもの

に印字し

、又は印

画したも

のの写し

の交付 

１ 乾式の複写

機による写し

（日本工業規

格Ａ列３番の

大きさまでの

ものに限る。

） 

白黒 １枚に

つき 

10円 

（両面に

複写した

場合にあ

っては、

20円） 

  紙その他

これに類

するもの

に印字し

、又は印

画したも

のの写し

の交付 

１ 乾式の複写

機による写し

（日本工業規

格Ａ列３番の

大きさまでの

ものに限る。

） 

白黒 １枚につき10円（

両面に複写した場

合にあっては、20

円） 

 

 カラー １枚に

つき 

40円 

（両面に

複写した

場合にあ

っては、

80円） 

  カラー １枚につき40円（

両面に複写した場

合にあっては、80

円） 

 

 

 

 

２ １に掲げる以外の写

し 

１枚に

つき 

当該写し

の作成に

要する費

用に相当

する額 

   ２ １に掲げる以外の写

し 

当該写しの作成に

要する費用に相当

する額 

 

  

備考 改正部分は、下線の部分である。 

（岩手県人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則の一部改正） 

第２条 岩手県人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則（平成13年岩手県人事委員会規則第29号）の一部を次のように 

改正する。 

改正前 改正後 

別表第２（第11条関係） 別表第２（第11条関係） 

 開示の実 
区 分 単 位 金 額 

  開示の実 
区 分 金 額 

 

 施の方法   施の方法 

 複製物の 

交付 

１ フレキシブルディス

クカートリッジ（日本

１枚に

つき 

40円   複製物の 

交付 
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 工業規格Ｘ6223に適合

する幅90ミリメートル

のものであって、1.44

メガバイトのものに限

る。）に複製した複製

物 

      

  ２ 光ディスク（日本工

業規格Ｘ 0606及びＸ

6281に適合する直径120

ミリメートルの光ディ

スクの再生装置で再生

することが可能なもの

であって、700メガバイ

トのものに限る。）に

複製した複製物 

１枚に

つき 

80円    １ 光ディスク（日本工

業規格Ｘ 0606 及 びＸ

6281に適合する直径120

ミリメートルの光ディ

スクの再生装置で再生

することが可能なもの

であって、700メガバイ

トのものに限る。）に

複製した複製物 

１枚につき80円  

  ３ 光ディスクカートリ

ッジ（日本工業規格Ｘ

6277に適合する幅90ミ

リメートルのものであ

って、640メガバイトの

ものに限る。）に複製

した複製物 

１枚に

つき 

440円     

  ４ 録音カセットテープ

（日本工業規格Ｃ5568

に適合する記録時間120

分のものに限る。）に

複製した複製物 

１巻に

つき 

120円       

  ５ ビデオカセットテー

プ（日本工業規格Ｃ

5581に適合する記録時

間 120 分 の も の に 限

る。）に複製した複製

物 

１巻に

つき 

190円     

        ２ １に掲げる以外の複

製物 

当該複製物の作成

に要する費用に相

当する額 

 

 紙その他

これに類

するもの

に印字し

１ 乾式の複写

機による写し

（日本工業規

格Ａ列３番の 

白黒 １枚に

つき 

10円 

（両面に

複写した

場合にあ

  紙その他

これに類

するもの

に印字し

１ 乾式の複写

機による写し

（日本工業規

格Ａ列３番の 

白黒 １枚につき10円（

両面に複写した場

合にあっては、20

円） 
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 、又は印

画したも

のの写し

の交付 

大きさまでの

ものに限る。

） 

  っては、

2 0 円 ） 

  、又は印

画したも

のの写し

の交付 

大きさまでの

ものに限る。

） 

   

 カラー １枚に

つき 

40円 

（両面に

複写した

場合にあ

っては、

80円） 

  カラー １枚につき40円（

両面に複写した場

合にあっては、80

円） 

 

 

 

 

 ２ １に掲げる以外の写

し 

１枚に

つき 

当該写し

の作成に

要する費

用に相当

する額 

   ２ １に掲げる以外の写

し 

当該写しの作成に

要する費用に相当

する額 

 

様式第１号（第３条関係） 様式第１号（第３条関係） 

［略］ ［略］ 

  ［略］    ［略］  

 

開示の実施

の方法 

１ ［略］   

開示の実施

の方法 

１ ［略］  

 ２ 電磁的記録の場合   ２ 電磁的記録の場合  

  ［略］    ［略］  

 □複製物の交付（□窓口での交付 □送

付による交付） 

  □複製物の交付（□窓口での交付 □送

付による交付） 

 

 （複製物の区分 □フレキシブルディ

スクカートリッジ（ＦＤ） □光ディ

スク（ＣＤ－Ｒ） □光ディスクカー

トリッジ（ＭＯ） □録音テープ □

ビデオテープ） 

    

  ［略］    ［略］  

  ［略］    ［略］  

  ［略］    ［略］  

［略］ ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成26年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の岩手県人事委員会が保有する行政文書の開示に関する規則別表第２の規定は、同条の規定の施行

の日以後にされた開示請求（情報公開条例（平成10年岩手県条例第49号）第６条第１項に規定する開示請求をいい、電磁的記録

（同条例第２条第２号に規定する電磁的記録をいう。）の開示を受けるものに限る。以下この項において同じ。）について適用し

、同日前にされた開示請求（岩手県人事委員会が受理したものに限る。）については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の岩手県人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則（以下「改正後の個人情報保護規則」
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という。）別表第２の規定は、同条の規定の施行の日以後にされた開示請求（個人情報保護条例（平成13年岩手県条例第７号）

第11条第１項に規定する開示請求をいい、電磁的記録（同条例第２条第３号に規定する電磁的記録をいう。）の開示を受けるも

のに限る。以下この項において同じ。）について適用し、同日前にされた開示請求（岩手県人事委員会が受理したものに限る。）

については、なお従前の例による。 

４ 改正後の個人情報保護規則に定める様式は、第２条の規定の施行の日以後に提出する請求書について適用し、同日前に提出し

た請求書については、なお従前の例による。 

５ 第２条の規定による改正前の岩手県人事委員会が保有する個人情報の保護に関する規則に規定する様式による用紙は、当分の

間、これを取り繕って使用することができる。 

 

FF13070070
タイプライターテキスト
2-6



議案第３号 

   給料表の適用範囲に関する規則等の一部改正について 

 

  平成26年３月19日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

 

第１ 趣旨 

   知事部局における組織改編に伴い、所要の整備をしようとするものである。 

 

第２ 規則案の内容 

知事部局における組織改編に伴い、以下の規則について所要の整備をする

こと。 

 (１) 給料表の適用範囲に関する規則（昭和32年岩手県人事委員会規則第５号） 

 (２) 一般職の任期付研究員の採用等に関する規則（平成12年岩手県人事委員

会規則第27号） 

 (３) 研究職員の研究成果活用企業の役員等兼業に係る休職の事由の基準等に

関する規則（平成12年岩手県人事委員会規則第28号） 

 (４) 研究職員の営利企業の役員等の兼業に関する規則（平成12年岩手県人事

委員会規則第29号） 

 

第３ 施行期日（附則関係） 

   平成26年４月１日から施行すること。 
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 給料表の適用範囲に関する規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成26年３月 日 

                                            岩手県人事委員会 

委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第 号 

   給料表の適用範囲に関する規則等の一部を改正する規則 

 （給料表の適用範囲に関する規則の一部改正） 

第１条 給料表の適用範囲に関する規則（昭和32年岩手県人事委員会規則第５号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（研究職給料表の適用範囲） （研究職給料表の適用範囲） 

第８条 研究職給料表は、次に掲げる広域振興局以外の出先機

関若しくは別に指定するこれらに準ずる機関又はその他の機

関で別に指定する部課等に勤務し、専門的科学的知識と創意

等をもって試験研究又は調査研究業務に従事する職員に適用

する。 

第８条 研究職給料表は、次に掲げる広域振興局以外の出先機

関若しくは別に指定するこれらに準ずる機関又はその他の機

関で別に指定する部課等に勤務し、専門的科学的知識と創意

等をもって試験研究又は調査研究業務に従事する職員に適用

する。 

 (１) 環境保健研究センター  (１) 先端科学技術研究センター 

 (２) 先端科学技術研究センター  (２) 環境保健研究センター  

 (３)～(７) ［略］  (３)～(７) ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （一般職の任期付研究員の採用等に関する規則の一部改正） 

第２条 一般職の任期付研究員の採用等に関する規則（平成12年岩手県人事委員会規則第27号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（適用除外職員） （適用除外職員） 

第２条 条例第２条第２号の人事委員会規則で定める職員は、

次に掲げる職員（専ら試験研究業務に携わる者を除く。）と

する。 

第２条 条例第２条第２号の人事委員会規則で定める職員は、

次に掲げる職員（専ら試験研究業務に携わる者を除く。）と

する。 

 (１) 岩手県環境保健研究センター副所長  (１) 岩手県先端科学技術研究センター副所長 

 (２) 岩手県先端科学技術研究センター副所長  (２) 岩手県環境保健研究センター副所長 

 (３)～(５) ［略］  (３)～(５) ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （研究職員の研究成果活用企業の役員等兼業に係る休職の事由の基準等に関する規則の一部改正） 

第３条 研究職員の研究成果活用企業の役員等兼業に係る休職の事由の基準等に関する規則（平成12年岩手県人事委員会規則第28

号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（試験研究に関する業務に従事する職員の範囲） （試験研究に関する業務に従事する職員の範囲） 

第２条 条例第２条第１項第３号に規定する人事委員会規則で

定める職員は、次に掲げる試験研究機関等に勤務する職員（

当該試験研究機関等の長である職員を除く。）のうち研究を

その職務の全部又は一部とする者をいう。 

第２条 条例第２条第１項第３号に規定する人事委員会規則で

定める職員は、次に掲げる試験研究機関等に勤務する職員（

当該試験研究機関等の長である職員を除く。）のうち研究を

その職務の全部又は一部とする者をいう。 

 (１) 岩手県環境保健研究センター  (１) 岩手県先端科学技術研究センター 
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 (２) 岩手県先端科学技術研究センター  (２) 岩手県環境保健研究センター 

 (３)～(８) ［略］  (３)～(８) ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

 （研究職員の営利企業の役員等の兼業に関する規則の一部改正） 

第４条 研究職員の営利企業の役員等の兼業に関する規則（平成12年岩手県人事委員会規則第29号）の一部を次のように改正する

。  

改正前 改正後 

別表 試験研究機関等（第２条関係） 別表 試験研究機関等（第２条関係） 

 (１) 岩手県環境保健研究センター  (１) 岩手県先端科学技術研究センター 

 (２) 岩手県先端科学技術研究センター  (２) 岩手県環境保健研究センター 

 (３)～(８) ［略］  (３)～(８) ［略］ 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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給料表の適用範囲に関する規則等の一部改正について 

Ｈ26.3.19 人事委員会事務局 

１ 改正の趣旨                                          

  知事部局の平成 26 年度組織改編に伴い、以下の規則について所要の整備を行うこと。 

 (1) 給料表の適用範囲に関する規則（昭和 32 年岩手県人事委員会規則第５号） 

 (2) 一般職の任期付研究員の採用等に関する規則（平成 12 年岩手県人事委員会規則第 27 号） 

 (3) 研究職員の研究成果活用企業の役員等兼業に係る休職の事由の基準等に関する規則（平成 12 年岩

手県人事委員会規則第 28 号） 

 (4) 研究職員の営利企業の役員等の兼業に関する規則（平成 12 年岩手県人事委員会規則第 29 号） 

 

２ 改正内容                                           

   知事部局の出先機関の移管・再編に伴い、組織等の並び順を建制順に改めること。 

  【例】給料表の適用範囲に関する規則第８条 

改正前 改正後 

（研究職給料表の適用範囲）  （研究職給料表の適用範囲）  

第８条 ［略］  第８条 ［略］  

(１) 環境保健研究センター 【保健福祉部】 (１) 先端科学技術研究センター 【政策地域部】 

(２) 先端科学技術研究センター 【商工労働観光部】 (２) 環境保健研究センター  【環境生活部】 

(３) 生物工学研究所 

【農林水産部】 

(３) 生物工学研究所 

【農林水産部】 

(４) 農業研究センター (４) 農業研究センター 

(５) 林業技術センター (５) 林業技術センター 

(６) 水産技術センター (６) 水産技術センター 

(７) 内水面水産技術センター (７) 内水面水産技術センター 

 

   【参考】岩手県知事部局行政組織規則【建制順】 

部 局 
部局に属する出先機関【一部抜粋】 

改正前 改正後 

総 務 部 ［略］ ［略］ 

政 策 地 域 部  
➊  先端科学技術研究センター 

環 境 生 活 部 
① 食肉衛生検査所 

 

② 県民生活センター 

① 食肉衛生検査所 

➋  環境保健研究センター 

③ 県民生活センター 

保 健 福 祉 部 

①～②  ［略］ 

③ 児童相談所 

➍  環境保健研究センター 

⑤ 高等看護学院 

⑥～⑦  ［略］ 

①～②  ［略］ 

③ 児童相談所 

 

④ 高等看護学院 

⑤～⑥  ［略］ 

商工労働観光部 

①～②  ［略］ 

③ 福岡事務所 

➍  先端科学技術研究センター 

⑤ 産業技術短期大学校 

⑥  ［略］ 

①～②  ［略］ 

③ 福岡事務所 

 

④ 産業技術短期大学校 

⑤  ［略］ 

農 林 水 産 部 ［略］ 

 ［略］ 

 

３ 施行日                                              

  平成26年４月１日から施行すること。 
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議案第４号 

   職員の特殊勤務手当に関する規則の一部改正について 

 

  平成26年３月19日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

 

第１ 趣旨 

   刑事作業手当のうち死体処理作業に係るものについて、作業１回につき支

給することとし、併せて所要の整備をしようとするものである。 

 

第２ 規則案の内容 

(１) 刑事作業手当のうち死体処理作業に係るものについて、１日につき支給

していた分について、作業１回につき支給することとすること。（第13条関

係） 

(２) その他所要の整備をすること。（第11条の７、第11条の９、第13条関係） 

 

第３ 施行期日（附則関係） 

   平成26年４月１日から施行すること。 
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 職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成26年３月 日 

                                            岩手県人事委員会 

委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第 号 

   職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則 

 職員の特殊勤務手当に関する規則（昭和31年岩手県人事委員会規則第65号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（消防訓練指導手当） （消防訓練指導手当） 

第11条の７ 条例第９条の７第１項に規定する「人事委員会の

定める業務」とは、消防学校の教育訓練の基準（昭和45年消

防庁告示第１号）別表第１から別表第６までに掲げる各教科

目における訓練礼式、ポンプ操法訓練、体育訓練、救急実技

訓練、火災防ぎょ訓練、救助訓練、水防訓練又は危険物実技

の各教育訓練とする。 

第11条の７ 条例第９条の７第１項に規定する「人事委員会の

定める業務」とは、岩手県消防学校教育訓練規則（昭和49年

規則第20号）別表第１から別表第６までに掲げる各教科目に

おける訓練礼式、ポンプ操法訓練、体育訓練、救急実技訓練

、火災防ぎょ訓練、救助訓練、水防訓練又は危険物実技の各

教育訓練とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（職業訓練指導手当の額） （職業訓練指導手当の額） 

第11条の９ 条例第９条の９第２項に規定する手当の額は、勤

務１月につき給料月額に100分の７（給与条例別表第３のア

教育職給料表(１)の適用を受ける職員にあっては、100分の

４）を乗じて得た額とする。 

第11条の９ 条例第９条の９第２項に規定する手当の額は、勤

務１月につき給料月額に100分の７（一般職の職員の給与に

関する条例（昭和28年岩手県条例第48号。以下「給与条例」

という。）別表第３のア教育職給料表(１)の適用を受ける職

員にあっては、100分の４）を乗じて得た額とする。 

２ ［略］ ２ ［略］ 

（刑事作業手当） （刑事作業手当） 

第13条 ［略］ 第13条 ［略］ 

２～４ ［略］ ２～４ ［略］ 

５ 条例第10条の２第１項第15号に規定する「人事委員会の定

めるもの」とは、皇族の身辺警衛及び警護要則（昭和40年国

家公安委員会規則第３号）第２条に規定する警護対象者の身

辺警護の作業とする。 

５ 条例第10条の２第１項第15号に規定する「人事委員会の定

めるもの」とは、皇族の身辺警衛及び警護要則（平成６年国

家公安委員会規則第18号）第２条に規定する警護対象者の身

辺警護の作業とする。 

６ ［略］ ６ ［略］ 

７ 条例第10条の２第２項に規定する手当の額は、次の各号に

掲げる作業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

７ 条例第10条の２第２項に規定する手当の額は、次の各号に

掲げる作業の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

 (１)～(５) ［略］  (１)～(５) ［略］ 

 (６) 条例第10条の２第１項第６号の作業  (６) 条例第10条の２第１項第６号の作業 

  ア 検視作業及び解剖立会作業 作業１回につき、それぞ

れ3,200円 

  ア 検視作業 

(ア) 検視官室長が行う検視作業 作業１回につき □

3,200円 

 (イ) (ア)に規定する職員以外の職員が行う検視作業 

作業１回につき 1,600円（心身に著しい負担を与え

ると人事委員会が認める作業に従事した場合にあって
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は、当該額に100分の100を乗じて得た額を加算した額

） 

  イ 死体解剖の補助作業 作業１日につき 3,200円   イ 死体解剖の立会作業又は補助作業 作業１回につき 

3,200円 

 ウ ア及びイ以外の死体処理作業 作業１日につき 1,600

円（心身に著しい負担を与えると人事委員会が認める作

業に従事した場合にあっては、当該額に100分の100を乗

じて得た額を加算した額） 

 ウ ア及びイ以外の死体処理作業 作業１回につき 1,600

円（心身に著しい負担を与えると人事委員会が認める作

業に従事した場合にあっては、当該額に100分の100を乗

じて得た額を加算した額） 

(７)～(16) ［略］ (７)～(16) ［略］ 

８ 同一の日において、第４項第１号ア及びイ並びに第２号に

掲げる作業のうち同項第１号アに掲げる作業を含む２以上の

作業に従事した場合には同号イに掲げる作業に係る手当及び

同項第２号に掲げる作業に係る手当を、同項第１号イに掲げ

る作業及び同項第２号に掲げる作業に従事した場合には同号

に掲げる作業に係る手当を、前項第６号イに掲げる作業及び

同号ウに掲げる作業に従事した場合には同号ウに掲げる作業

に係る手当を支給しない。 

８ 同一の日において、第４項第１号ア及びイ並びに第２号に

掲げる作業のうち同項第１号アに掲げる作業を含む２以上の

作業に従事した場合には同号イに掲げる作業に係る手当及び

同項第２号に掲げる作業に係る手当を、同項第１号イに掲げ

る作業及び同項第２号に掲げる作業に従事した場合には同号

に掲げる作業に係る手当を支給しない。 

 ９ 同一の死体について、第７項第６号ア及び同号ウに掲げる

作業に従事した場合には、同号ウに掲げる作業に係る手当を

支給しない。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

   附 則 

 この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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平成 26 年３月 19 日 

人 事 委 員 会 事 務 局 
職 員 課 給 与 担 当 

「職員の特殊勤務手当に関する規則」の一部改正 

 
【改正内容】 
１ 死体処理作業手当関係 

  警察職員が死体処理作業をした場合に支給される手当について、従来、日額で支給し

ていた分について、作業１回ごとの支給に改めるようとするもの。（第 13 条関係） 

・改正の方針については、前回委員会（H26.3.6 開催）で協議済みであること。 

・なお、同一死体について、検視作業とその他作業（死体運搬等）を行う場合、一連の作業として取扱

うことから、その他作業の分は支給しない旨の調整規定を置くこととしたこと。 

職員区分 検視作業 解剖立会作業 解剖補助作業 その他の作業 

検視官室長 3,200 円 3,200 円 － (1,600(3,200)円)

検視官等 1,600(3,200)円 3,200 円 － (1,600(3,200)円)

一般職員 － － 3,200 円 1,600(3,200)円
 

 
２ その他所要の整備 

 (1) 消防訓練指導手当に係る業務の根拠規定について所要の整備をすること。（第 11 条

の７関係） 

・改正前の規定で引用していた「消防学校の教育訓練の基準」は、平成 15 年に全部改正が行われており、

改正漏れが生じていたもの。 

・今回、業務の定めの根拠規定を当該基準を受けて定められている「岩手県消防学校教育訓練規則」に

変更しようとするもの。（別表で定められている科目等は、全く同一の内容となっていること。） 

・なお、条例権者（人事課）において検討した結果、今回の改正を除き、平成 15 年の改正による本条の

規定の表現の改正の必要はない旨確認済み。 

 

 (2) 給与条例の読替え規定を置くこと。（第 11 条の９関係） 

・平成 16 年人事委員会規則第 20 号により第 10 条の３に置かれていた読替規定が削除されていたことか

ら、当規則において給与条例の初出となる本条に改めて読替規定を置くもの。 

 

 (3) 警衛警護手当で引用している国家公安委員会規則の法令番号の整備をすること。

（第 13 条関係） 

・警衛警護手当の創設時（平成９年岩手県人事委員会規則第７号による改正）の誤りによるもの。 

 

２ 施行日 

  平成 26 年４月１日 

  （所要の整備についても、本来改正分の施行日に合わせること。） 
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議案第５号 

管理職員等の範囲を定める規則の一部改正について 

  平成26年３月19日提出  岩手県人事委員会 委員長  熊谷 隆司 

第１ 改正の趣旨 

  県の組織改編等に伴い、各任命権者から内申があった職について、地方公務

員法第52条第４項の規定に基づき、同条第３項ただし書に規定する管理職員等

として指定等をするものである。 

第２ 改正の内容 

１ 各任命権者から管理職員等の指定の内申があった職について、指定する必

要があると認められることから、当該職を別表に加える。（別表関係） 

２ 各任命権者から管理職員等の指定廃止の内申があった職について、当該職

を削除する。（別表関係） 

第３ 施行期日（附則関係） 

平成26年４月１日から施行すること。 

5
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 管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成26年３月 日 

岩手県人事委員会       

委員長 熊 谷 隆 司  

岩手県人事委員会規則第 号    

   管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則 

 管理職員等の範囲を定める規則（昭和41年岩手県人事委員会規則第21号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係） 

 組 織 職 員   組 織 職 員  

 議会事務局 事務局長あ次長あ総括課長あ総

務課の管理主幹並びに人事、給

与若しくは服務に関する事務又

は秘書の事務を担当する主任主

査及び主査 

  議会事務局 事務局長あ次長あ総括課長あ総

務課の主任主査及び主査（人事 

、給与、服務又は秘書の事務を

担当する者に限る。） 

 

 知

事

の

事

務

部

局 

本庁 企画理事あ復興局長あ会計管理

者あ部長あ秘書広報室長あ国体 

・障がい者スポーツ大会局長あ

技監あ副部長あ副室長あ副局長

あ出納局長あ担当技監あ企画室

の室長あ首席調査監あ総務室長

あ総合防災室長あ政策推進室長

あ首席ＩＬＣ推進監あ地域振興

室長あ廃棄物特別対策室長あ医

療政策室長あ医師支援推進室長

あ雇用対策・労働室長あ競馬改

革推進室長あ総括課長あ調査監

あ報道監あ総務事務センター所

長あ政策監 ＩＬＣ推進監あ調

整監あ医師支援推進監あ出納指

導監あ課長及び担当課長（部局

等若しくは出納局又は室課等の

人事、給与又は服務に関する事

務を総括する者に限る。）あ給

与人事担当課長あ組織行革担当

課長あ調査担当課長あ予算担当

課長あ法務学事課の特命課長あ

管財課の管理担当課長あ職員福

祉担当課長あ指導審査課長あ主

任主査及び主査（部局等又は出 

  知

事

の

事

務

部

局 

本庁 企画理事あ復興局長あ会計管理

者あ部長あ秘書広報室長あ国体 

・障がい者スポーツ大会局長あ

技監あ副部長あ副室長あ副局長

あ出納局長あ担当技監あ企画室

の室長あ首席調査監あ総務室長

あ総合防災室長あ政策推進室長

あ地域振興室長 科学ＩＬＣ推

進室長あ廃棄物特別対策室長あ

若者女性協働推進室長あ医療政

策室長あ医師支援推進室長あ雇

用対策・労働室長あ競馬改革推

進室長あ総括課長あ調査監あ報

道監あ総務事務センター所長あ

政策監あ調整監あ医師支援推進

監あ出納指導監あ課長及び担当

課長（部局等若しくは出納局又

は室課等の人事、給与又は服務

に関する事務を総括する者に限

る。）あ給与人事担当課長あ行

政経営担当課長あ調査担当課長

あ予算担当課長あ法務学事課の

特命課長あ管財課の管理担当課

長あ職員福祉担当課長あ指導審

査課長あ主任主査及び主査（部 
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   納局の主管室課等において人事 

、給与又は服務に関する事務を

担当する者に限る。）あ秘書広

報室の主任主査及び主査（調査

に関する事務を担当する者に限

る。）あ秘書課の主任主査及び

主査（秘書の事務を担当する者

に限る。）あ人事課の給与人事

又は組織行革に関する事務を担

当する主任主査及び主査並びに

人事又は給与に関する事務を担

当する主任及び当該事務の企画

を担当する主事あ財政課の主任

主査及び主査（財政改革又は予

算調製に関する事務を担当する

者に限る。）あ法務学事課の主

任主査及び主査（法務に関する

事務を担当する者に限る。）あ

管財課の主任主査及び主査（庁

舎管理に関する事務を担当する

者に限る。）並びに守衛長 

    局等又は出納局の主管室課等に

おいて人事、給与又は服務に関

する事務を担当する者に限る。 

）あ秘書広報室の主任主査及び

主査（調査に関する事務を担当

する者に限る。）あ秘書課の主

任主査及び主査（秘書の事務を

担当する者に限る。）あ人事課

の給与人事又は行政経営に関す

る事務を担当する主任主査及び

主査並びに人事又は給与に関す

る事務を担当する主任及び当該

事務の企画を担当する主事 財

政課の主任主査及び主査（財政

改革又は予算調製に関する事務

を担当する者に限る。）あ法務

学事課の主任主査及び主査（法

務に関する事務を担当する者に

限る。）あ管財課の主任主査及

び主査（庁舎管理に関する事務

を担当する者に限る。）並びに

守衛長 

 

  出

先

機

関 

 ［略］    出

先

機

関 

 ［略］  

  消防学校  ［略］    消防学校  ［略］  

       先端科学技術

研究センター 

所長 副所長  

  食肉衛生検査

所 

 ［略］    食肉衛生検査

所 

 ［略］  

       環境保健研究

センター 

所長 副所長 企画情報部長  

  県民生活セン

ター 

 ［略］    県民生活セン

ター 

 ［略］  

   ［略］     ［略］  

  児童相談所  ［略］    児童相談所  ［略］  

  環境保健研究

センター 

所長 副所長 企画情報部長       

  高等看護学院  ［略］    高等看護学院  ［略］  

   ［略］     ［略］  

  福岡事務所  ［略］    福岡事務所  ［略］  

  先端科学技術 所長 副所長 総務部長       
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  研究センター        

  産業技術短期

大学校 

 ［略］    産業技術短期

大学校 

 ［略］  

   ［略］     ［略］  

 教

育

委

員

会

の

事

務

局

等 

事

務

局 

本庁 教育長あ教育次長あ教育企画室

長あ学校教育室長あ総括課長あ

課長及び担当課長（室及び課内

の人事、給与又は服務に関する

事務を総括する者に限る。）あ

高校教育課長 学校教育室の特

命課長（高校改革に関する事務

を担当する者に限る。）あ人事

給与担当課長あ厚生福利担当課

長あ小中学校人事課長あ県立学

校人事課長 教育企画室の主任

主査及び主査（秘書の事務を担

当する者に限る。）あ教職員課

の人事、給与又は服務に関する

事務を担当する主任主査、主査

及び主任並びに当該事務の企画

を担当する主事あ首席経営指導

主事あ主任経営指導主事あ経営

指導主事 

  教

育

委

員

会

の

事

務

局

等 

事

務

局 

本庁 教育長あ教育次長あ教育企画室

長あ学校教育室長あ総括課長あ

課長及び担当課長（室及び課内

の人事、給与又は服務に関する

事務を総括する者に限る。）あ

高校改革課長あ人事給与担当課

長あ厚生福利担当課長あ小中学

校人事課長あ県立学校人事課長

あ教育企画室の主任主査及び主

査（秘書の事務を担当する者に

限る。）あ教職員課の人事、給

与又は服務に関する事務を担当

する主任主査、主査及び主任並

びに当該事務の企画を担当する

主事あ首席経営指導主事あ主任

経営指導主事 経営指導主事 

 

    ［略］      ［略］  

   ［略］     ［略］  

  ［略］    ［略］  

  

備考 改正部分は、下線の部分である。  

   附 則 

 この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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管
理
職
員
検
討
表

番 号
所
　
属
　
名

職
　
　
名

内
申
状
況

格
付

部
下
数

該
当
基
準

指
定
要
否

理
　
　
　
　
　
由

1
総
務
課

管
理
主
幹

廃
止

－
－

－
削
除

職
の
廃
止
に
よ
る
。

2
I
LC
推
進
監

廃
止

－
－

－
削
除

職
の
廃
止
に
よ
る
。

3
科
学
IL
C推

進
室
長

新
規

行
8

11
第
1-
2

要
指
定
基
準
の
と
お
り
。

4
首
席
IL
C推

進
監

継
続

行
8

－
－

削
除

指
定
基
準
外
。

5
若
者
女
性
協
働
推

進
室

若
者
女
性
協
働
推
進
室
長

新
規

行
8

22
第
1-
2

要
指
摘
基
準
の
と
お
り
。

環
境
生
活
部
に
「
若
者
女
性
協
働
推
進
室
」

が
新
設
さ
れ
る
こ
と
に
よ
る
。

6
組
織
行
革
担
当
課
長

→
行
政
経
営
担
当
課
長

継
続

（
文
言
修
正
）

行
5

－
第
1-
8

要
指
定
基
準
の
と
お
り
。

職
名
変
更
に
よ
る
。

7

給
与
人
事
又
は
組
織
行
革
に
関
す
る

事
務
を
担
当
す
る
主
任
主
査
及
び
主

査 →
給
与
人
事
又
は
行
政
経
営
に
関
す

る
事
務
を
担
当
す
る
主
任
主
査
及
び

主
査

継
続

（
文
言
修
正
）

行
4・

5
－

第
1-
8

要
指
定
基
準
の
と
お
り
。

担
当
名
変
更
に
よ
る
。

8
総
務
部
長

廃
止

－
－

－
削
除

職
の
廃
止
に
よ
る
。

所
長

行
8

第
3-
1

副
所
長

行
5

第
3-
2

所
長

行
8

第
3-
1

副
所
長

行
6・

7、
研
4

第
3-
2

企
画
情
報
部
長

行
5

第
3-
4

1
1

特
命
課
長
（
高
校
改
革
に
関
す
る
事

務
を
担
当
す
る
者
に
限
る
。
）

廃
止

－
－

－
削
除

職
の
廃
止
に
よ
る
。

1
2

高
校
改
革
課
長

新
規

行
6・

7
3

第
1-
14

要
指
定
基
準
の
と
お
り
。

1
3

高
校
教
育
課
長

廃
止

－
－

－
削
除

指
定
基
準
外
。

9

知 事 の 事 務 部 局

1
0

出
先
機
関

環
境
保
健
研
究
セ

ン
タ
ー

組
　
　
　
織

議
会
事
務
局

本
庁

人
事
課

所
管
が
保
健
福
祉
部
か
ら
環
境
生
活
部
に
変

更
さ
れ
る
こ
と
に
よ
る
位
置
の
変
更
。

本
庁

学
校
教
育
室

所
管
が
商
工
労
働
観
光
部
か
ら
政
策
地
域
部

に
変
更
さ
れ
る
こ
と
に
よ
る
位
置
の
変
更
。

－

備
　
　
　
　
　
　
考

検
　
討
　
対
　
象
　
の
　
職

管
理
職
員
等
指
定
基
準

－
指
摘
基
準
の
と
お
り
。

第
２
次
県
立
高
等
学
校
整
備
計
画
策
定
に
向

け
て
、
「
特
命
課
長
（
高
校
改
革
）
」
の
職

を
廃
職
さ
せ
、
「
高
校
改
革
課
長
」
を
新
設

し
た
こ
と
に
よ
る
。

高
校
教
育
課
長
に
つ
い
て
は
、
高
校
改
革
に

係
る
業
務
が
高
校
改
革
課
長
へ
移
管
さ
れ
る

た
め
、
管
理
職
の
指
定
基
準
外
。

継
続

（
位
置
変
更
）

要

教 育 委 員 の 事 務 部 局

科
学
I
LC
推
進
室

先
端
科
学
技
術
研

究
セ
ン
タ
ー

継
続

（
位
置
変
更
）

政
策
地
域
部
に
「
科
学
IL
C推

進
室
」
が
新

設
さ
れ
る
こ
と
に
よ
る
。

な
お
、
「
首
席
Ｉ
Ｌ
Ｃ
推
進
監
」
に
つ
い
て

は
、
部
下
の
服
務
権
限
を
有
さ
な
い
ス
タ
ッ

フ
職
と
な
る
た
め
、
指
定
基
準
外
。

要
指
定
基
準
の
と
お
り
。
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県管理職員等指定基準 

岩手県人事委員会 
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県管理職員等指定基準 

 

平成 19 年３月１日 人事委員会議議決 

第１ 趣旨 

この基準は、地方公務員法第 52 条第４項の規定に基づき人事委員会が定める「管理職員等の

範囲を定める規則」（昭和 41年８月 19日人事委員会規則第 21号）における管理職員等の指定基

準及び指定手続について定めるものである。 

第２ 指定基準 

 本庁にあっては別表第１に、広域振興局にあっては別表第２に、広域振興局以外の出先機関にあ

っては別表第３に掲げるいずれかの項目に該当する職は、当該職への専任者の配置の有無にかかわ

らず、原則として管理職員等の職として指定するものとする。 

第３ 管理職員等の指定手続 

１ 管理職員等の職の指定に当たっては、人事委員会は、各任命権者からの「管理職員等の範

囲を定める規則」改正の内申を求めるものとする。ただし、法改正等による文言整理等実質

的な指定内容に変更がないと認められる職については、同規則の改正内申によらず、人事委

員会の職権により各任命権者の了解を得て指定することがある。 

２ 第２の基準により難い特別の事情がある旨任命権者から申出があった場合には、人事委員会は、

当該任命権者の組織機構、分掌する事務の内容、権限の分配等について詳細に説明した資料の提

出を求め、個別に協議するものとする。 

３ 上記２の協議を行った場合には、人事委員会は、地方公務員法第 52 条第３項の規定の趣旨及

び他の任命権者の状況を勘案して指定の要否を判断するものとする。 

第４ 管理職員等の指定の根拠条項について 

別表１から別表３における管理職員等の指定に関する地方公務員法第 52 条第３項ただし書

きの根拠条項の区分は次のとおりとする。 

１ ただし書① 重要な行政上の決定を行う職員 

２ ただし書② 重要な行政上の決定に参画する管理的地位にある職員 

３ ただし書③ 職員の任免に関して直接の権限を持つ監督的地位にある職員 

４ ただし書④ 職員の任免、分限、懲戒若しくは服務、職員の給与その他の勤務条件又は職員団

体との関係についての当局の計画及び方針に関する機密の事項に接し、そのために

その職務上の義務と責任とが職員団体の構成員としての誠意と責任とに直接に抵

触すると認められる監督的地位にある職員 

５ ただし書⑤ その他職員団体との関係において当局の立場に立って遂行すべき職務を担当す

る職員（重要な政策権限は有しないが、部下職員の服務権限を有する等、当局の立

場に立って部下を指揮監督する職員を含む。） 

附 則 本基準は、平成 19 年４月１日以降に施行する「管理職員等の範囲を定める規則」の改正から

適用する。 
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別表 第１（本庁） 

区 分 管理職員として指定する職 根拠条項 

共通 １ 部、局若しくはこれに相当する組織の長の職及び当該職を直接補

佐する職又はこれらと同等の格付けの職で、かつ、同等の権限を有

する職 

ただし書① 

２ 室若しくは課又はこれに相当する組織の長の職 ただし書② 

３ 室若しくは課又はこれに相当する組織の長の職を直接補佐する

職で、人事、給与又は服務に関する事務を担当する職 

ただし書③ 

ただし書④ 

４ 部、局若しくはこれに相当する組織の主管室課等で、部、局若し

くはこれに相当する組織の人事、給与又は服務に関する事務を担当

する主任主査又は主査 

ただし書④ 

知事の事務部

局 

５ 県政の調査に関する事務を担当する主任主査、主査及びこれを統

括する職 

ただし書⑤ 

６ 知事、副知事の秘書に関する事務を担当する職及び当該職を統括

する職 

ただし書④ 

７ 法規審査に関する事務を担当する主任主査又は主査及び当該職

を統括する職 

ただし書④ 

８ 人事、組織、定数、給与、服務、公平審査又は職員団体に関する

事務を担当する職及び当該職を統括する職 

ただし書④ 

９ 県の予算に関する事務を担当する主任主査又は主査及び当該職

を統括する職 

ただし書④ 

10 庁舎管理に関する事務を担当する主任主査又は主査及び当該職

を統括する職並びに守衛の長の職 

ただし書⑤ 

11 職員の厚生福利に係る計画の策定に関する事務を統括する職 ただし書⑤ 

12 決算及び歳計現金（給与及び旅費に限る。）の管理に関する事務

を統括する職 

ただし書⑤ 

教育委員会の

事務局等 

13 秘書に関する事務を担当する主任主査又は主査及び当該職を統

括する職 

ただし書③ 

ただし書④ 

14 人事、給与、服務、公平審査又は職員団体に関する事務（免許事

務を除く）を担当する職及び当該職を統括する職 

ただし書③ 

ただし書④ 

人事委員会事

務局 

15 主任主査又は主査及び公平審査又は職員団体に関する事務を担

当する職 

ただし書④ 

議会事務局 16 議長の秘書に関する事務を担当する主任主査又は主査 ただし書④ 

備考 「統括する職」とは担当課長級以上の職位のものに限る。 
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別表 第２（広域振興局） 

区分 管理職員として指定する職 根拠条項 

広域振興局 １ 局長、副局長、保健福祉環境技監、部長及びセンター所長 ただし書② 

 ２ 部の室長等の内部組織の長で、当該内部組織に係る服務上の権限

を有する管理的な地位にある職 

ただし書③ 

３ 局の人事、給与若しくは服務に関する事務を担当する管理主幹又

は課長 

ただし書③ 

４ 出先事務所の長の職（総括課長級以上の職位に限る。） ただし書③ 

備考  「出先事務所の長」とは、広域振興局の内部組織のうち、事務所が単独である場合等の事情

により実質的に部下職員の服務上の権限を有する職をいい、出張所長、ダム建設事務所長、土

木事務所及び林務事務所長等の職をいう。 

 

別表 第３（出先機関） 

区分 管理職員として指定する職 根拠条項 

共通 １ 出先機関の長の職（所長等が非常勤の場合にあっては次席の者） ただし書② 

２ 出先機関の長の職を直接補佐する職 ただし書② 

３ 出先機関の出張所等の長で、服務に関する事務を担当する職 ただし書③ 

知事の事務部

局 

４ 出先機関の長が本庁の室長と同等の格付である機関にあっては、

人事、給与又は服務に関する事務を担当する部長又は課長（総括課

長級以上の職位に限る） 

ただし書③ 

教育委員会の

事務局等 

５ 教育職員の人事管理に関する事務を担当する職及び当該職を統

括する職 

ただし書④ 

６ 学校の校長、教頭（人事、給与若しくは服務に関する事務を担当

する者に限る）及び事務長 

ただし書③ 

７ 部又は課を置く機関にあっては、人事、給与若しくは服務に関す

る事務を担当する部長又は課長 

ただし書③ 

備考１ 「出先機関の出張所等の長」には「船長」の職にあるものを含むものとする。 

備考２ 「統括する職」とは担当課長級以上の職位のものに限る。 
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